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平成２２年３月市議会定例会の提出案件について 

        ［ 会期 平成２２年２月１７日 ～３月１７日 ］ 

 

Ⅰ 議案（１）について 

 

１ 平成２１年度各会計補正予算 ……… 主な内容は別記のとおり 

単位：千円 

                      （補 正 額）     （累 計 額） 

(1)     一 般 会 計                   ２９７，２６１  ７７，７５７，２２１ 

(2) 競輪事業特別会計          △ １０８，６８５  ２２，２９９，５１７ 

(3) 国民健康保険事業特別会計      △ ５３７，７９８  ２５，７８４，３１２ 

(4) 下水道事業特別会計         △ １０９，０７８  １０，１２２，１６７ 

(5) 水産物地方卸売市場事業特別会計     △ ４，２４０      １４，３６０ 

(6) 老人保健医療事業特別会計       △ ４８，０００      ６５，９８４ 

(7) 介護保険事業特別会計        △ ５５４，９９０  １１，９６６，２４０ 

(8) 農業集落排水事業特別会計       △ ４０，４７１     ７１４，５２９ 

(9) 後期高齢者医療事業特別会計      △ １０，７７５   ２，２４５，２２５ 

(10) 病院事業会計                ２，１００  １１，２５２，０９２ 

 

  なお、全会計の累計額は１６２，２２１，６４７千円となります。 
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別  記 

       平成２１年度３月補正予算の主なもの          単位：千円 

１ 一般会計 

  〔 歳  入 〕  

   市税                  △ ６７４，１０５ 

   分担金及び負担金                ３，７４２ 

   使用料及び手数料                ４，７６３ 

   国庫支出金                 ２６７，６２５ 

   県 支 出 金                   ６４，６８１ 

   財 産 収 入                 ２３８，７３３ 

   寄 附 金                  ３２，４５０ 

繰 越 金                 ３６８，６１１ 

   諸 収 入                  ３４，７６１ 

   市   債                △ ４４，０００ 

 

〔 歳  出 〕 

  （総 務 費） 

    新庁舎建設事業            △ １３２，２２９ 

    公共施設整備保全基金積立事業       ２３５，４３５ 

    基幹システムのオープンシステム化事業  △ ８４，０００ 

    電子計算機運用管理事業         △ ５３，０００ 

    国県支出金等返還金            １５２，５２２ 

  （民 生 費） 

    介護保険事業特別会計繰出金      △ １５４，２２３ 

    国民健康保険事業特別会計繰出金      ４４７，３６２ 

住宅手当緊急特別措置事業        △ ３３，７７５ 

後期高齢者医療事業特別会計繰出金    △ １８，５４０ 

施設開設準備経費助成特別対策事業      １８，３２０ 

地域介護・福祉空間整備等施設整備事業    ４３，９３２ 

児童福祉庶務事業              １３，３３５ 

民間保育所助成事業             １３，３２１ 

保育所運営費等扶助事業           ３２，８４７ 

生活保護法に基づく扶助事業         ９２，７８０ 

  （衛 生 費） 

    予防接種事業                ６０，９９２ 
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  （農林水産業費） 

    農業集落排水事業特別会計繰出金     △ １３，０００ 

  （土 木 費） 

狭あい道路整備事業           △ ２２，０００ 

    下水道事業特別会計繰出金        △ ４０，０００ 

    万田貝塚住宅建替整備事業        △ ５２，０００ 

（消 防 費） 

    消防車両整備事業             △ ５，６９１ 

  （教 育 費） 

小学校体育館耐震補強事業        △ １３，９８２ 

松原小学校校舎増築事業         △ ３１，３３４ 

中学校体育館耐震補強事業        △ ４５，５３７ 

地区公民館整備事業           △ ６８，０００ 

（諸 支 出 金） 

    代官町第一自転車駐車場用地取得事業     ４８，４３９ 

 

〔 継続費補正 〕 

 （変更） 

  総額及び年割額の補正 

   新庁舎建設事業（新庁舎建設設計委託）等の変更 

 

〔 繰越明許費補正 〕 

 （追加） 

児童福祉庶務事業                １３，３３５ 

  予防接種事業                 １０１，５２９ 

  生活道路整備事業                 ５，５００ 

  歩道設置事業                 １５５，５１５ 

交差点改良事業                １５０，９０３ 

  橋りょう震災対策事業              ５０，０００ 

  真田特定土地区画整理事業            ３５，０００ 

街路整備事業                 １５１，３０１ 

  街路整備事務事業                 ７，３５０ 

  駅（西口）周辺魅力アップ事業          ５０，００１ 

  小学校理科教材等充実事業            ３６，２５６ 

  小学校視聴覚機器整備事業            ６９，９９０ 

  小学校体育館耐震補強事業            １１，０２５ 
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  中学校運営事業                 ４５，６９６ 

  中学校理科教材等充実事業            ３６，２５６ 

  幼稚園運営事業                    ７０１ 

  ニュースポーツ等推進事業            ８９，９９０ 

 

〔債務負担行為補正 〕 

 （追加） 

農道・用排水路整備事業              ３，０００ 

  道路施設改修事業               １６５，０００ 

  小学校施設管理事業 

（大野小・神田小学校プール塗装工事）       ８，５００ 

  小学校体育館耐震補強事業 

（真土小学校仮設校舎設置工事）          ２０，０００ 

市営住宅等指定管理料              ３５０，０００ 

 

〔 地方債補正 〕 

  起債限度額の補正 

   福祉会館整備事業債等の変更 

 

２ 特別会計 

(1) 競輪事業会計  

    〔 歳  入 〕  

    車券発売収入             △ ９００，０００ 

    繰 入 金                △ ８，８８４ 

    繰 越 金                ５７９，２１１ 

    〔 歳  出 〕                            

    競輪事業基金積立金          △ ３１７，７４０ 

    競輪場施設整備基金積立金         ５６２，０９３ 

    開 催 費              △ ３４４，１５４ 

    地方公共団体金融機構納付金        △ ８，８８４ 

 

(2) 国民健康保険事業会計 

〔 歳  入 〕 

 国庫支出金                  １，４５７ 

 療養給付費等交付金          △ ８６７，３６２ 

  前期高齢者交付金           △ １９５，７０７ 
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    繰 入 金                ４４７，３６２ 

繰 越 金                 ７６，４５２ 

   〔 歳  出 〕 

    保険給付費               △ ８５，４０１ 

    後期高齢者支援金等          △ １２６，０５７ 

    老人保健拠出金             △ ５５，５４０ 

    介護納付金              △ ２７０，８２０ 

 

(3) 下水道事業会計 

   〔 歳  入 〕 

    分担金及び負担金              １３，９１６ 

    国庫支出金                  △ ８８９ 

    県 支 出 金                △ １，０２０ 

    繰 入 金               △ ４０，０００ 

    繰 越 金                 ５９，３１５ 

    市   債              △ １４０，４００ 

       〔 歳  出 〕 

    下水道総務費              △ １８，２３９ 

    下水道建設費             △ ３０３，８６１ 

    予 備 費                ２１３，０２２ 

 

〔 繰越明許費 〕 

    公共下水道合流改善事業           ３０，７１８ 

    公共下水道整備事業            ３２３，２１１ 

 

〔 債務負担行為補正 〕 

    （追加） 

    公共下水道整備事業            ２２１，７００ 

（真田・北金目区画整理事業区域内委託工事ほか） 

 

〔 地方債補正 〕 

      （変更） 

    起債限度額の補正 

     下水道事業債の変更 
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(4) 水産物地方卸売市場事業会計 

    〔 歳  入 〕 

    繰 入 金                 △５，９１１ 

    繰 越 金                  １，６７１ 

〔 歳  出 〕 

    総 務 費                △ ４，２４０ 

 

(5) 老人保健医療事業会計 

〔歳  入〕 

 支払基金交付金             △ ２６，６１０ 

 国庫支出金               △ １６，００４ 

 県 支 出 金                △ ３，５６５ 

 繰 入 金               △  １，８２１ 

   〔 歳  出 〕 

    医 療 諸 費               △ ４８，０００ 

 

(6) 介護保険事業会計 

〔 歳  入 〕 

    保 険 料                △ ５，２５８ 

    国庫支出金              △ １４８，５６３ 

    支払基金交付金            △ ２６１，５８２ 

    県 支 出 金               △ １２７，１４８ 

繰 入 金              △ ２３５，３６３ 

繰 越 金                ２２１，２４２ 

諸 収 入                    ８２６ 

    〔 歳  出 〕 

    総 務 費               △ １０，６００ 

    保険給付費              △ ７２２，４２９ 

    地域支援事業費             △ ３２，３５１ 

    諸 支 出 金                 ２３，６５３ 

    基金積立金                １８６，７３７ 

     

(7) 農業集落排水事業会計 

〔歳  入 〕 

    繰 入 金               △ １３，０００ 

    繰 越 金                 １５，５２９ 
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    市   債               △ ４３，０００ 

〔 歳  出 〕 

    農業集落排水費             △ ４１，８１０ 

予 備 費                  １，３３９ 

 

〔 継続費補正 〕 

       （変更） 

     総額及び年割額の補正 

      農業集落排水整備事業の変更 

 

〔 繰越明許費 〕 

   農業集落排水整備事業          １０８，３５２ 

 

〔 地方債補正 〕 

    （変更） 

     起債限度額の補正 

      下水道事業債の変更 

 

(8) 後期高齢者医療事業会計 

〔歳  入 〕 

    繰 入 金               △ １８，５４０ 

    繰 越 金                  ７，７６５ 

〔 歳  出 〕 

    総 務 費               △ １８，５４０ 

    後期高齢者医療広域連合納付金         ７，７６５ 

 

３ 病院事業会計 

〔 収益的収入 〕 

    医業外収益                  ２，１００ 

〔 収益的支出 〕 

    医業外費用                  ２，１００ 

 

〔 資本的収入 〕 

    国庫補助金                  １，０５０ 

    県 補 助 金                  ６，４８０ 

    差入保証金返還金               １，１８０ 
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Ⅱ 議案（２）について 

 １ 専決処分の報告について 

   庁用自動車による交通事故に係る損害賠償及び公園管理の瑕疵
か し

による損害賠償につ

いて、地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき専決処分を行ったので、同条第２

項の規定により報告するものです。 

 

 ２ 平塚市グリーンニューディール基金条例 

   地球温暖化対策の推進のため、温室効果ガスの排出抑制等を図るための事業に要す

る経費の財源として国から交付される「地域環境保全対策費補助金」を受ける基金を

設置するため、新たに条例を制定するものです。 

 

 ３ 平塚市一般職員の勤務時間及び休暇等に関する条例及び平塚市一般職員の給与に関

する条例の一部を改正する条例 

   労働基準法及び地方公務員法の一部改正に伴い、１月に６０時間を超える時間外勤

務について時間外勤務手当の支給割合を引き上げるとともに、当該時間外勤務手当の

一部の支給に代えて代休を指定する制度を設けるため、規定を整備するものです。 

 

 ４ 平塚市特別職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

   病院事業管理者の給与について定めるとともに、常勤の監査委員の退職手当の支給

割合の見直しを行うため、規定を整備するものです。 

 

 ５ 平塚市特別職員の給与に関する条例及び平塚市教育委員会教育長の給与、勤務時間、

その他の勤務条件に関する条例の一部を改正する条例 

   市長、副市長、常勤の監査委員及び病院事業管理者並びに教育長の給料月額の特例

を定めるため、それぞれの条例の附則を整備するものです。 

 

６ 平塚市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

   国家公務員退職手当法の一部改正に準じ、在職期間中に懲戒免職処分を受けるべき

行為のあった職員の退職手当について、支給制限及び返納制度の拡充を行うほか、定

年退職等の場合の退職手当について勤続期間の見直しを行うため、規定を整備するも

のです。 

 

 ７ 平塚市手数料条例の一部を改正する条例 

   連結法人に係る優良宅地造成認定等に関して、県からの移譲により本市が行うこと

となる事務等について手数料を徴収するほか、土壌汚染対策法の一部を改正する法律
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の施行に伴う汚染土壌処理業の許可に係る事務等について手数料を徴収するため、条

例の別表を整備するものです。 

 

 ８ 平塚市営住宅条例の一部を改正する条例 

   豊田小嶺住宅の用途廃止に伴い、条例の別表を整備するものです。 

 

 ９ 平塚市水防団条例の一部を改正する条例 

   真田地区の一部について住居表示が実施されることに伴い、金目分団の管轄区域を

定めた条例の別表を整備するものです。 

 

１０ 平塚市心身障害者福祉手当条例の一部を改正する条例  

   心身障害者福祉手当の支給対象者の範囲を一部改めるほか、必要な規定を整備す

るものです。 

 

１１ 平塚都市計画下水道事業受益者負担金及び下水道事業分担金条例の一部を改正する

条例 

   真田、北金目地区の一部について住居表示が実施されることに伴い、第５期事業及

び第６期事業の実施区域を定めた条例の別表を整備するものです。 

 

１２ 平塚市立の学校の設置に関する条例の一部を改正する条例 

   北金目地区の一部について住居表示が実施されることに伴い、平塚市立みずほ小学

校の位置を定めた条例の別表を整備するものです。 

 

１３ 物品購入契約の締結について 

   次の物品購入について、予定価格が２，０００万円以上であったことから、「議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例」の規定に基づき、議会

の議決を求めるものです。 

 

  ・平塚市立小学校一斉放送システム 一式 

    契約金額   １５，２４０，２２５円 

    契約の相手方 日立電子サービス株式会社 横浜支社 

 

  ・中学校用ノート型パソコン ４００台 

    契約金額   ４３，０５０，０００円 

    契約の相手方 株式会社神奈川ウチダシステム 
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１４ 指定管理者の指定について 

   次の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に

基づき、議会の議決を求めるものです。 

 

施 設 指定管理者 指定期間 
平塚市営住宅及び 
共同施設 

株式会社東急コミュニティー 
平成２２年１０月１日から

平成２６年３月３１日まで

 

 

１５ 平成２２年度各会計当初予算について 

                              単位：千円 

  一般会計   ７５，９２０，０００ 
 
 
特 
 
別 
 
会 
 
計 
 

競輪事業会計   ２１，０１８，０００ 
国民健康保険事業会計   ２７，４４０，０００ 

下水道事業会計   １０，１５８，０００ 
水産物地方卸売市場事業会計       １３，６００ 

老人保健医療事業会計       ５５，０００ 
介護保険事業会計   １２，６２５，０００ 
農業集落排水事業会計      ８５７，０００ 

後期高齢者医療事業会計    ２，３０１，０００ 
  小    計   ７４，４６７，６００ 

  病院事業会計   １１，６５１，０００ 
    合    計  １６２，０３８，６００ 
 

※ 内容は、「平成２２年度当初予算の概要」（別冊のとおり） 

 

 

※ 追加提出予定案件 

１ 平成２１年度一般会計補正予算（地域活性化・きめ細かな臨時交付金及び地域

環境保全対策費補助金関連） 

 


